
Abstract

Qualitative transformation of the internet communication technology (ICT) as 

well as full-scale operations in streaming services in the early 2000s, the evolution of 

various communication devices including smartphones and the upsurge of their pene-

tration rates, and the rapid development of social networking services that enable in-

dividuals freely to distribute their video contents, made an significant impact on the 

field of visual media, thereby leading to a new age of interactive communication. Ad-

ditionally, the new normal of work-from-home through the internet due to the 

COVID-19 pandemic has completely changed people’s daily lives for which the utiliza-

tion of on-line technology is indispensable. On the basis of practice-based research in 

a long-term timeline, this paper discuss the long-term activity of a citizen participatory 

community media operated by a non-profit organization that started the local media 

activities by utilizing the ICT, and furthermore, discusses the possibility that members 

of the general public take the initiative to desseminate information and create com-

municative spaces where people can be loosely connected in the web of people and 

organizations, and also mentions the technical viewpoints. 

要旨
2000年代初頭におけるインターネット環境の質的変革と動画配信の本格化、スマート

フォンを中心とする通信デバイスの開発と普及率の拡大、映像コンテンツを個人が自由に
発信することを可能にしたSNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）の急速な発展は、映像
メディアに多大なる影響を与え、双方向コミュニケーションを可能にした。そして、新型
コロナウィルスの感染拡大に伴うインターネットを利用したリモートワークの常態化によ
り、今やオンライン技術の活用は人々の暮らしに不可欠のものとなっている。本稿では、
こうしたインターネット技術を活用する形で市民参加型地域メディア活動をスタートさせ
た非営利組織が運営するコミュニティメディアについての長期にわたる実践研究を通し
て、一般の人たちが情報発信の主体となり、人や組織のゆるやかなつながりと交流の場
をつくりだす可能性について、それを可能にした技術的な観点も交えて考察する。
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1. はじめに

一般的なメディアの動向として、2000年代初頭に始まるインターネット環境

の質的変革と動画配信の本格化、スマートフォンを中心とする通信デバイスの開

発と普及率の拡大、映像コンテンツを個人が自由に発信することを可能にした

SNS （ソーシャル・ネットワーキング・サービス） の急激な進展は、多くの映像メディ

アに多大な影響を与えるとともに、情報の送り手と受け手の双方向コミュニケー

ションを可能とする時代に突入した。加えて、新型コロナウィルス感染症の拡大

に伴うインターネットを利用したリモートワークの常態化により、今やオンライ

ン技術の活用は人々の暮らしに不可欠のものとなっている。

一方、コロナ禍を経て、地域活動はどのように変化してきたのだろうか。

2023年5月8日から新型コロナウィルス感染症は5類感染症へ移行したことに伴

い、人々の社会活動も落ち着きを取り戻し、コロナ禍前に戻ったかのように見え

る。筆者は本稿で考察するコミュニティメディアの活動に2009年より関わって

おり、その活動を通して地域のさまざまなNPOと出会う機会が多い。コロナ禍

におけるNPOの活動にはどのような影響があったのだろうか。地域活動を行う

NPOを含む多くの市民団体は新型コロナウィルス感染症拡大の初期には対面に

よる活動を全面的に中止していたと考えられる。そして、その後の感染状況の推

移を注視しながら活動を再開した団体がある一方で、行動制限の状況が長期化す

る中、活動を継続していくことが難しくなり、その活動に終止符を打った団体も

ある。また、一見すると活動を継続できているかに見える市民団体の中にも、コ

ロナ禍で活動の規模を大幅に縮小したことにより、コロナ前に関わっていたボラ

ンティアの多くが現在もなお活動から離れた状態にあるとも聞く。著者が関わる

地域メディアの現場から見えてくる地域活動の現在の情景である。コロナ禍で直

接の交流が難しくなったのは活動を支えるメンバー個々人だけでなく、NPOな

どの市民団体間の交流でもそうである。

兵庫県神戸市東灘区に活動拠点を置く特定非営利活動法人ひがしなだコミュニ

ティメディア（以下、HCMと記す）は、2010年8月に特定非営利活動法人として

設立され、2012年にインターネット放送局を開局した地域メディアである。当

初はコミュニティ FM（ラジオ）局の開局を目指していたが、2010年12月にコミュ

ニティ FM局の開局を断念し、インターネット技術を活用した動画配信の放送局

の開局へと方向転換し、地域に活動拠点をおきながら、開局当初からグローバル

な情報発信が可能なメディアを目指して出発した。★1 著者は、2009年から

HCMのNPO法人設立以前の準備段階時期に参画し、その後、法人運営とイン

ターネット放送局に関わってきた。

本稿では、急速に情報技術革新が進む中、比較的初期にインターネット技術を

活用する形で地域メディア活動をスタートさせた非営利組織が運営する市民参加

型のコミュニティメディアに関する長期にわたる著者の実践研究を通して、地域

の一般の人たちが情報発信の主体となり、人や組織のゆるやかなつながりと交流

の場をつくりだす可能性について、それを可能にした技術的な観点も交えて考察

する。メディア活動の長期的な活動過程・持続発展を調査・分析する研究は、そ

の重要性については論じられてきたものの現状ではまだまだ少ない。★2  著者がコ

ミュニティメディア活動へ参画し、インターネット放送局開局から10年が経過

した現時点で、実践研究を通じた長期時間軸での分析を試みた。具体的には、コ

ミュニティメディア設立の経緯、とりわけ、インターネット放送局の形態を選択

★1─HCMの構想は、2008年にコミュニティFM

局の空白エリアである東灘にコミュニティFM局を開
局したいという若者と大学教員との出会いから始
まった。総務省情報流通行政局（2023）によると、
コミュニティFM局とは、「市区町村の一部の区域に
おいて、地域に密着した情報を提供するために、平
成4年1月に 制度化されたFM放送局」とある。超短
波放送（FM放送局）で1992年に放送法が改正さ
れ、同年1月10日からコミュニティ放送制度が施行
された。

★2─長期時間軸からコミュニティFM事業を研
究した数少ない例として、金山のあまみFMに関す
る地域メディア分析がある（金山 2019）。
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した理由や当時のインターネット放送局を取り巻く技術的背景について述べる。

また、アマチュアリズムの視座に基づき、メディア活動に参画した地域の人々の

変遷と活動を通して創出された地域との関係性の構築のプロセスを開局から10

年という時間軸で分析するとともに、放送局としての定期配信のみならず、ウェ

ブ空間を基点とする交流プラットホームづくりやワークショップ等イベントの主

催による地域の人々をリアルに結ぶ交流の場の創造についての試みについても触

れる。また、コロナ禍以前より開始した多地点ライブ配信を可能とするメディア

活用手法の開発により、コロナ禍での地域メディア活動体制に速やかに移行でき

た点についても言及する。そして最後に10年間の地域メディア活動からみえて

きた課題についても言及する。

2. 研究の目的と方法

2.1. コミュニティメディアとHCMのインターネット放送局MEDIA ROCCO

金山（2007）によると、コミュニティメディアは、「1つの地域コミュニティを

情報エリアの場として、この場を構成する人々がコミュニケーションを送信する

ことのできるメディア」であると定義される。また、林（2003）は、「一定の地

域社会を情報エリアとするコミュニケーション・メディアを地域メディアとすれ

ば、それは具体的には地方紙、フリーペーパー、自治体広報紙・誌、回覧板、折

り込み・チラシ広告類の印刷媒体やローカル放送局、有線放送電話、同報無線、

CATVなどの放送・通信媒体がある。」というように、地域の情報を媒介するも

のすべてがコミュニティメディアと考えられ、かなり広いメディア媒体がコミュ

ニティメディアの範疇に入ると捉えている。一方、コミュニティメディアをその

特性から規定すると、船津（2006）によれば、コミュニティメディアは、「身近

な情報や地域の情報などのコミュニティ情報を提供するメディア」であり、「災

害情報を提供する重要な役割」を果たし、「読者や視聴者が番組に参加したり、

また企画・制作をするなどの番組づくりを行うことができる」ものであると指摘

されている。また、『メディア用語基本事典』によると、コミュニティメディア

について次の要素が挙げられている（渡辺・山口・野原 2011）。

①特定の地域に根ざして、地域住民に共有される地域固有の問題に応える　
②ある程度、地域住民がアクセスないしは参加しうる双方向性をもつ　
③その地域の自立的な発展に寄与する機能を有する
つまり、コミュニティメディアは、一定の地域社会を情報エリアとするコミュ

ニケーション・メディアであり、一定地域の住民の情報へのアクセスを可能にす

るだけでなく、そこへ参加し、発信しうる参加型のメディアという特徴を有して

いるものと理解される。さらには、コミュニティメディアは、地域固有の問題の

解決に応えるとともに地域の自立的な発展に寄与する機能をも有していることを

期待されていることになる。すなわち、地域における情報提供だけではなく、地

域における問題解決や自立的発展に寄与する「場」の創出もコミュニティメディ

アの果たすべき役割と考えられる。

従来、日本におけるコミュニティメディアとは、放送法と電波法に基づき許可

されたコミュニティ FM局やCATVの放送事業であると考えるのが普通であっ

た。そのような状況下において、HCMは、放送法と電波法にとらわれないイン

ターネット放送局MEDIA ROCCOをいち早く2012年10月に開局した。イン
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ターネットを活用する放送局を開設することが可能となった背景には、すでに述

べたように2000年代に入ってからのインターネット環境とデジタルデバイス技術

の飛躍的な発展がある。HCMは、こうしたインターネット環境とデジタルデバイ

スをいかに有効活用しながら、メディア活動を展開していくべきかといった観点

から活動を開始した。そして一般の人たちが情報発信の主体となり、人や組織の

ゆるやかなつながりと交流の場を作りだそうとするプロセスにおいて、「参加しう

るメディア」となるために、こうしたインターネット環境と技術はどのように機能

するのかといったことを意識しながらその活動を進めてきた。したがって、著者

が関わってきたコミュニティメディアは、インターネット放送局において毎週定期

的に番組配信を行ういわゆる放送局としての活動だけでなく、その組織形成初期

から、コミュニティメディアの関連事業を展開し、その設立当初から人やコミュ

ニティとの様々なつながりを作りながら、地域メディア活動を展開してきた。

2.2. コミュニティメディアに関する先行研究

コミュニティメディアの考え方に関しては、1980年代にはすでに地域メディ

ア研究として、専門家を中心とするマスメディアに対する対蹠概念として論じら

れている（田村 1983）。非専門家としての人々が生活に根ざしたコミュニケーショ

ンの「場」としての地域のメディアという広い概念で捉えられており、当時の

ニューメディアとして期待されていたケーブルテレビ（以下CATV）への期待とと

もに、地域メディアの「文化装置」★3 としての可能性についても考察された。そ

の後、実際に、中海テレビ放送などに代表されるCATV事業によるコミュニティ

放送を利用した地域活性化が政府からも期待された（林・田中 2014）。また1992

年のコミュニティ放送制度に関する法改正に伴いコミュニティ FMラジオ局が全

国的に開局されるようになり、1995年の阪神・淡路大震災を契機とする地域防

災メディアへの期待も相まって、コミュニティメディアといえば、CATVかコ

ミュニティ FMかという状況となり、1990年代以降、各地のCATVとコミュニ

ティ FMの（成功）事例について多くの調査研究報告が出版されてきた。

しかしながら加藤によれば、実践例は増加したものの、現状では、コミュニ

ティメディアの実態や生態学が少なく、ある事例を瞬間的に輪切りにした「美し

い絵」のピックアップ集の紹介に終始していると厳しく断じている（加藤 2015）。

その上で、加藤は、地域メディア論を再考する上で、「構造軸」・「機能軸」・「時間

軸」の方向での拡張が必要であると論じている。ここで、「時間軸」の拡張とい

う点については、地域のメディア事業は、それが生まれ、継続され、時に消滅し

ていくライフストーリーとでもいうべきプロセスがあり、そのメディア実践の時

間的経緯を追うことは難しいとしながらも、決してメディアの活躍シーンの瞬間

的輪切りのみの紹介ではなく時間的視点からメディアを捉えていく、いわゆる地

域メディアの事業過程論の展開が必要であるとしている。 

一方、鳥海によれば、コミュニティメディアに関する先行研究を整理した上で、

先行研究の視座の特徴として、アクティビスム・ローカリズム・アマチュアリズ

ムの3つの視点に分類されるとしている。この3つの研究視点や研究実態の境界

は曖昧さを含むが、特に、アマチュアリズムの視点は、これまでのコミュニティ

メディア研究の中で最も論じられ難く、十分な議論が蓄積されてこなかった領域

であると指摘している（鳥海 2020）。加えて、コミュニティメディアの研究者の

多くが、現場の実践者としての経験を有するものの、その経験に裏打ちされた実

践知ともいえる素養が研究の中で十分に活かされてきていないとし、研究対象の

★3─Millsの定義するところの「人々がそれを通
して見る人類のレンズ」であり、「人々はその媒介に
よって自分たちが見るものを解釈し報告する」(Mills 

1963=1971: 323)。
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「中」と「外」という複眼的な視点をアクロバティックに切り替えながら実践研

究をおこなう「デザインの視点」が重要であると提案している。

このようにコミュニティメディアの先行研究の対象は、主としてCATVとコ

ミュニティ FMに集中してきた。一方、放送法上の「放送」ではないが、本稿で

述べる情報技術革新の結果としての動画配信技術の発展により、インターネット

放送局の開局が2010年代に増加していくが、その実態は必ずしも明らかとなっ

ていない。本稿で論じるインターネット放送局MEDIA ROCCOも2012年に開

局しており、NPO法人として、最初期からの開局を果たして現在まで継続する

コミュニティメディア事業である。インターネット放送局に関する論考は現在の

ところ見当たらないが、紹介記事の形で松本が、東京都足立区の「Cwave」や（松

本 2020; 2021; 松本・佐藤和文・佐藤博昭 2021）、東京都板橋区の商店街が運営する

「ハッピーロード大山TV」や茨城県が運営する「いばキラTV」について紹介し

ている（松本 2021）。「Cwave」は、当初のコミュニティ FM局開局の見通しが立

たない中で、2013年7月にインターネット放送局を開局した経緯があると紹介

されており、本稿のインターネット放送局MEDIA ROCCOと似た経緯で開局

している。しかし、非営利で自治体からの援助を受けずインターネット放送局を、

地域の一般の人々（アマチュア）が情報発信の主体として番組制作・運営のすべて

を行っているMEDIA ROCCOのような例は他にないと考えられる。

2.3. 研究課題と調査方法

本研究では、2.2項で述べたコミュニティメディア研究における現状を背景と

して、研究対象としてはこれまで注目されることのなかったコミュニティ放送事

業、すなわち、本稿で取り上げるHCMの市民参加型地域メディア活動の一端と

してのインターネット放送局MEDIA ROCCO（メディアろっこう）の生成・持続・

発展を、加藤による時間軸での視点から分析することを目的としている。2007

年に田村により纏められた『現代地域メディア論』第9章の加藤の論考「コミュ

ニティ放送の事業とディレンマ」によれば、コミュニティ FMのような地域メ

ディア事業は、社会的事業であり社会的サポートがあってはじめて成立する事業

でありながら、現実問題として、経営的困難・番組編成・リスナー獲得・ボラン

ティアをめぐる構造的ディレンマを抱えている実態が指摘されている。さらに、

コミュニティメディアがいかなるストーリーで誰が事業を立ち上げるのかという

設立時の事業デザインがあってはじめて持続可能となり得ると結んでいる（田村

2007: 135）。また、同書第10章で、牛山は、地域メディアの担い手の養成のあり

方に言及し、事例を踏まえた分析は今後の課題としている（田村 2007: 153）。こ

のような問題点に加えて、前項の鳥海の指摘、すなわちアマチュアリズムの視点

からのコミュニティメディア分析がほとんど実施されてこなかった点にも着目し

て、本研究における検討課題とした。すなわち、加藤の指摘するCATVやコミュ

ニティ FMなどの地域メディアが構造的に抱えるディレンマとは比較的無縁の、

アマチュアリズムとローカリズムの観点からコミュニティメディア事業の立ち上

げを実施したHCMがどのようにして事業を持続させてきたのかという点を、著

者の実践研究を通じて、現場の葛藤も含めた形で長期的な視点から分析するこ

と、そして、コミュニティメディア事業のメディア表現活動の担い手の中心とな

る一般市民（地域住民）、つまりアマチュアの人々の養成・参画の実際と課題点に

ついて、コミュニティメディア活動の10年間にわたる動的プロセスからみえて

きた点を明らかにすることである。またアマチュアの担い手がインターネット放
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送局で活動することを可能にした技術的な視点についても、これからインター

ネット放送局を立ち上げようとしている人々にとっての参考になると考え、本稿

で言及する。

調査研究方法としては、HCM設立時から現在までの、活動実践者としての著

者の参与型のフィールドワークをもとにした質的調査法に基づいている。この参

与観察法は、HCMメンバーと協働しながらインターネット放送局MEDIA 

ROCCOの企画・放送・運営活動を経験しながらの実践的な調査研究法であり、

アクションリサーチと呼ばれることもある［杉万の言うところの“research in 

action”（杉万 2006）］（中村 2008; 谷、芦田 2009: 46）。したがって、特に断らない限り、

活動協働者としての「私」の視点からの記述である。★4 また、本論文では、参与

観察のほか、分析資料として、運営会議議事録・番組キューシート・番組リスト

（その一部は本文表1と表2と表3にまとめている）、そして10年以上を経て500回を超

える膨大な数となった番組アーカイブを使用している。番組アーカイブは過去

の活動の瞬間的な時間を失敗も成功も含めて閉じ込めた形の貴重な分析資料と

なる。

3. インターネット放送局MEDIA ROCCO開局に伴う
時代的・地理的背景

3.1. メディア環境の変遷：
2000年代 インターネット環境とデジタルデバイス技術の発展

  私たちは現在、「メディア環境」の中で日々暮らしており、インターネットや

デジタルメディアは常にそこにあることがあたりまえとなっている。オランダの

メディア研究者Deuze（2011）は、このメディア環境を「メディア・ライフ」と

いう言葉で表現し、「私たちの生活は、with mediaではなく、in media（メディア

の中）で営まれている」と述べている。土橋（2022）は、「デジタルメディアが人々

の日常生活の全域に浸透した」と現在の状況を概観している。本節では、2000

年以降におけるインターネット環境とデジタルデバイス技術の変遷と地域メディ

ア活動を行う非営利組織HCMの活動の歴史をまとめた図1を参照しながら話を

進めることとする。

現在から遡ること2000年代初頭のメディア環境を振り返ると、総務省（2000; 

2001）の『通信白書』『情報通信白書』では、「ITがひらく21世紀～インターネッ

トとモバイル通信が拡げるフロンティア」と「加速するIT革命～ブロードバン

ドがもたらすIT革命」が特集として掲載され、2000年代に入り、インターネッ

トが個人レベルで急速に浸透していくであろう時代の到来が指摘されている。白

書の中では、1999年2月に iモードサービスが開始し、「携帯電話端末単体で直

接インターネット上の携帯電話専用のウェブコンテンツにアクセスが可能になる

サービスの提供（総務省2000）」が可能となったことが、インターネット利用者数

の大幅な増加の要因であると指摘している。そして1999年から2001年にかけ

ての情報通信技術の特徴は、「常時インターネット接続サービスの普及と低廉化

が実現したブロードバンド時代の到来（総務省2001）」であるとしている。

2000年代のインターネット環境とデジタルデバイスの飛躍的な発展は、個人

のメディア環境を大きく変化させていったと言える。iモードサービスの導入の

翌年の2000年に世界初のカメラ付きケータイが発売され、モバイルのデジタル

デバイスで写真を撮影しメールに添付し送信できることが可能となった。2007

年に発売された iPhoneは、Apple社が当時「iPhoneで携帯電話を再定義」とプ

★4─佐藤の述べる参与観察者のタイプとしては
「完全なる参加者」に近いが（佐藤2002: 69）、いわ
ゆる「潜入ルポ」ではなく、活動メンバーは、著者が
メンバーを含めた活動全体を調査対象としているこ
とを、理解している。
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図1：2000年以降のメディア史 （筆者作成)

レスリリースしたように、携帯電話と iPodとパソコン並みの機能を搭載したイ

ンターネット通信デバイスで、いつでもどこにいてもインターネットにアクセス

できる常時インターネット接続可能な環境を個人に提供することになっていっ

た。★5 その2年後の2009年には iPhoneで動画撮影が可能となり、その後2010

年代初頭には日本のケータイの40%がスマートフォンユーザーとなっていった。

加えて、ネット通信速度の高速化技術も加速度的に進化し、2020年に入り、5G

の商業サービスが開始されるに至っている。

一方、インターネットにおける映像配信とSNSの発展を見ていくと、2004年

に facebookとmixiがSNSサービスを開始、その後2006年にTwitterもサービス

を開始した。インターネットにおける映像配信のエポックメイキングは2005年

にYouTubeが動画投稿サービスを開始したことに始まる。2006年には日本でニ

コニコ動画が同様のサービスを開始した。YouTubeは、インターネットへの動画

のアップロードを誰にでも簡単に無料で利用できるサービスであることもあり、

急速に利用者が増加していき、動画による情報配信の新たな展開へのきっかけと

なった。

インターネットによる放送を可能とした技術に関連したサービスとしては、イ

★5─Apple社のウェブサイトのNewsroomの
2007年1月７日プレスリリース記事「アップル、
iPhoneで携帯電話を再定義」参照。
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ンターネットにおける映像の配信にライブストリーミング機能を付与してスター

トしたUstreamであり、2007年にそのサービスを開始した。当時YouTubeには

この機能はなく、Ustreamはライブ配信とリアルタイムチャット機能を搭載した

動画配信サイトの先駆けである。2010年には同様にTwitCastingとよばれるラ

イブストリーミングサービスが開始されている。2011年になると、YouTubeも

ライブ配信できるサービス、YouTube Liveを開始した。同年には、チャットや

通話ができるコミュニケーションアプリのLineや、オンライン会議サービス

Zoomが登場している。このように、2000年代に進行したメディア環境の変革は、

2010年に活動を開始したHCMのメディア活動の中で有効に活用され、一般の

人たちが情報発信できるしくみを構築していく一助となったのは間違いない。つ

ぎに、HCMが活動拠点としている地域の概況について説明する。

3.2. 地域の概要

兵庫県神戸市東灘区は、神戸市の最東部に位置し、北の六甲山系から南に位置

する大阪湾へ複数の河川が流れこむ自然豊かな地形を有している。区沖には

1993年に埋め立てが完了した神戸市第二の人工島の六甲アイランドと、食品製

造加工業中心の工業地域、第四工区の深江浜町と呼ばれる臨海工業地域も存在す

る。同区は、大阪と神戸の中間に位置し、鉄道は、JR、阪急電鉄、阪神電鉄の3

電鉄が東西に通っており、大阪へも通勤圏内であるため、居住地として人気が高

いエリアである。

神戸市東灘区は、1995年に発生した阪神淡路大震災で長田区と並んで最も被

害の大きかった地域であり、家屋の約半数が全半壊となり、1,500人近くの人た

ちが亡くなった。震災で人口が大幅に減少したが、2000 年11月には、震災前の

人口を超えるところまで回復している。神戸市人口・人口動態データ集の統計に

よると、2023年3月現在の同区は人口21,0756人である。神戸市では2番目に

15歳未満人口が多い区である。東灘区では7割以上の人がマンションなどの集

合住宅に住み、5割以上が震災後に新たに住民となった人たちが暮らしていると

いう特徴がある。大阪と神戸の双方の通勤圏内という地理的条件もあり、転出入

も多い。★6

また人工島の六甲アイランドにはインターナショナルスクールが2校あり、外

国人が多く暮らしている。また、第四工区の深江浜町と呼ばれる臨海工業地域に

は食品製造加工業の工場があり、外国人労働者の就業の受け皿となっているエリ

アである。こうした状況から、東灘区では32人に1人が外国人住民で、区の総

人口の3.1%を占めている。★7 国籍別では、人口の多い順に、韓国又は朝鮮、中

国、ベトナム、ネパール、米国、フィリピン、台湾、ブラジル、インドネシア、

スリランカ、ペルー、ミャンマー、フランス、カナダとなっている（2023年3月

現在）。

子育て世帯が多く暮らす東灘区には、6つの大学、6つの高校が存在し、多く

の教育機関を擁する学生の街としての側面もある。文化的な側面に目を向ける

と、5月の風物詩となっているだんじりまつり、灘五郷のうち御影郷・魚崎郷の

二郷を有する酒蔵の街でもある。

HCMはこうした地域の諸特徴を捉えながら、東灘区に住み、学び、働く人び

とをつなぐ場と情報発信のしくみをつくるコミュニティメディアの設立を目指

し、2008年から始動した。

★6─『すてきがあふれ、交流の風が吹くまち ふ
るさと都市・東灘 東灘区計画』2011年によると、全
国的に少子高齢化の傾向がある中で、東灘区では
毎年約2,000人の子どもが生まれ、人口増加が続
いていると指摘している。

★7─2023年3月現在、日本の総人口に占める
在留外国人数の割合は、2.2%。神戸市総人口に
占める在留外国人数の割合は3.4%。
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4. 地域メディアの生成・発展・変容の分析

4.1. プロローグ：コミュニティFM局構想 –2008年、想いがつながり動きだす–

特定非営利活動法人ひがしなだコミュニティメディア（HCM）は、2010年8

月に特定非営利活動法人として設立された。その最初のきっかけは、2008年に

遡る。コミュニティ FM局を立ち上げたいと相談にやってきた1人の若者と当時

甲南大学教員の森田三郎氏の出会いからだった。その実現に向けて、コミュニ

ティ FM局の現状と実践を把握するために、まず近隣のコミュニティ FM局や、

大学主体で開局していた放送局等の取材を通じた情報収集を行う先進事例の調査

を進めた。森田氏が、当時「東灘区には大学が6つあるので大学が核になるので

はないかと思い、自分の周囲から始めていった」と語っているように、自身の関

わりのある場所から、コミュニティ FM局開局の可能性を探り始めた。★8 注目す

べきは、放送局開局へ向けた動きは、ただ東灘の地域にコミュニティ FM局を実

現したいというその想いだけで始まったという点である。

同年12月には、森田氏が担当していた地域連携科目「メディア文化論（Ⅰ）」

で、甲南大学のコミュニティ・デザイン・センター（現在の甲南大学社会連携機構地

域連携センターの前身組織）と協力し、地域住民に公開する形の公開講義「地域メ

ディアとしてのFMラジオ局の社会的役割と意義 – 東灘コミュニティ FM放送

局開設計画をめぐって - 」が開催された。この公開講義では、コミュニティ FM

局の立ち上げの相談にやってきた若者が放送局開局に関する具体的なプレゼン

テーションを行い、コミュニティ FM局の実践者たちのコメントやアドバイスや

質問等のディスカッションを行い、学生たちや一般の人たちとともにローカルメ

ディアの可能性と課題について考える最初の重要な機会となった。★9

コミュニティメディアの設立に関心を寄せた教職員や学生を含む大学関係の有

志は、ワーキンググループ（WG）を作り、コミュニティ FM局開局の可能性を

探るため、コミュニティ FM局に関連する事例調査と開局の認可申請の際に必要

となる電波調査を始めた。筆者もこの時期から活動に加わった。その理由は、著

者の博士論文で、外国人支援や多文化共生を志向するNPOが日々の活動で直面

する課題について考察した際に、地域の異なる分野のNPO等が協働することで

各NPOが直面する課題の解決の糸口が見つかる可能性があるのではないかと考

え、コミュニティメディアがそうしたNPOをつなぐしかけや方策に寄与するの

ではないだろうかと考えていたからだった（辻野 2009）。

コミュニティ FM局関連調査と同時進行で、FM局運営の母体となるひがしな

だコミュニティメディアを特定非営利活動法人として設立するための準備も急

ピッチで進み、2010年5月、設立総会を行い、2010年8月20日に特定非営利活

動法人の認証を受け、ひがしなだコミュニティメディアが誕生した。

ひがしなだコミュニティメディアは、その定款に、「神戸市東灘区に暮らし、

働き、学ぶ人びとに対して、コミュニティメディアに関する事業などを行い、地

域共生社会の活性化と 安心・安全な地域づくりに寄与すること」と定めている。

「東灘に関わる人びとが、東灘地区で働き、学び、暮らす人びとに必要な、きめ

の細かい情報を、自分たち自身の手で集め、話し合い、発信していく場と仕組み

をつくる」ことを目的としている。★10 

その後、電波調査とコミュニティ FM局の認可を担当する近畿総合通信局との

やりとりを通して、東灘区で電波をだす場合、周辺に影響が出ないようにするた

★8─2012年10月13日（土）11:00から「第1回
MEDIA ROCCO開局記念配信」がライブ配信され、
その初回の番組で森田氏が語っている。　
https://vimeo.com/51580831

★9─当該科目と公開講義等の資料に関しては
甲南大学文学部事務室にて保管されており、当時
のコミュニティFM構想時期の動きを知ることがで
きる。

★10─HCMのウェブサイト参照 

https://mediarocco.jp
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めには1ワット以下に抑えなくてはならず、現実的にラジオの聴取には難しい可

能性があること、放送局の開局準備と年間のメンテナンス費用に数千万円が必要

で資金調達の課題があることなどが明らかとなった。WGのメンバーは、コミュ

ニティ FM局の開局に関する調査結果を検討し議論を重ねていたが、2010年12

月にコミュニティ FM局は断念するという結論に至った。しかし、ここでWG

のメンバーの1人が、動画配信技術に関するマニアックな知識を豊富に有してい

たことが、インターネット放送局の開局につながることになる。まさにアマチュ

アリズムの視座でコミュニティメディアの可能性が拡がることになった。

4.2. 第1期：インターネット放送局開局から草創期 （2011年1月～2014年3月）

4.2.1. インターネット放送局開局を目指して
まずは、2011 年からインターネット放送局開局までの動きを見ていこう。前

述のように2011年1月、ワーキングループ（WG）が設置され、今後のコミュニ

ティメディアの方向性について話し合い、結論として、インターネット上の放送

を目指したコミュニティメディアに力を入れていくことが決まった。この頃にな

ると、WGへは大学関係の有志だけでなく、地域住民の参加も得られるように

なり、そうした地域住民の1人（以後A氏と呼ぶ）が、インターネットを利用する

動画をはじめとするストリーミング技術に詳しいことからUstream活用の提案が

あった。「図1：2000年以降のメディア史」にあるように、Ustreamは、2007年

3月にアメリカ合衆国で設立されたライブストリーミングができる動画共有サー

ビスでライブ配信とリアルタイムチャット機能を有していた。★11 

2011年のWG会議議事録によると、放送局で活用する配信技術を決めていく

プロセスについてワーキンググループのメンバー間で次のようなやりとりが行わ

れている。

「自前で持つのはインターネットで、You Tube、Ustream、HPを充実させ

て当面はやっていこうと思います。」

「電波ではなく、ネット配信なら明日にでもできるのに、準備だけでなにも

できていない気がする。（A氏）」

「準備だけということでもないんですけど、Ustreamで垂れ流しというのを

やっていくと、今は新鮮だけど、すぐに飽きられる。」

「Ustreamは垂れ流しじゃなくても、やっていけばいいのではないかな。（A

氏）」

「番組の発信はどのメディアでする?（A氏）」

「YouTubeで、ポッドキャストで、やる。」

「Ustreamの双方向性の機能が活かせていない。一方通行な感じ。プロセス

を、メイキングを流しながら、番組も流す。メイキングは信頼性が高くなる。

誰がやっているのかというのを見られるのが強い。その人がやっているこ

となら、また見ようか。できるまでのプロセスを放送する。週に1回1時間

くらい配信する。講座を受講した人もその時に来てちょっとしゃべろうよ

というように。それをアーカイブにする。（A氏）」

「まずやってみて、失敗しながら、進んだらいいやん。」

「人とのコミュニケーションがやりたいことだから。」

「思いきって、それいきますか。」

「インターネット放送の試験放送はUstreamを使い、番組制作をどうすると

★11─ YouTubeはオンライン動画投稿サイト
で、当時ライブストリーミング機能はなかった。
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いう話をしているところを流す。」

誰もが参加しやすいコミュニティメディアを目指し、そのためにはどの動画共

有サービスを使うのか。気軽に参加してもらうためにはどうすればいいか。どの

くらいの頻度で番組を配信するのか。現在、HCMが運営するインターネット放

送局MEDIA ROCCOの方向性が、当時のWGメンバーたちの間で交わされた

上のような会話の積み重ねで、徐々に形作られていく様子が見えてくる。そして、

放送局の開局に先立ち、パイロット番組を制作し、インターネット上に番組を配

信していくことを通して放送局のイメージを伝えるとともに、実績を作っていこ

うとWGメンバーの間で話し合った。

HCMの2011年度法人事業報告書によると、インターネット上の放送で「定

期的、継続的に送信し続ける放送を実施すること」との記載があり、そのために

Ustreamによるライブ配信とその映像のアーカイブ化およびHCMウェブサイト

上でのアーカイブ映像の公開が行われた。2011年度のHCMのメディア活動と

しては、①定期的なインターネット放送を実現するための技術の習得、②番組制
作を実践できる人材育成のための番組制作講座の開催、そして③HCMについて

の一般への周知活動、の3点をWGメンバーで行なった。

①については、Ustreamと facebookとTwitterの技術習得が急務であり、こう

した技術に詳しい地域住民A氏が講師となり、WGメンバーはOJT （On-the-job 

training）で繰り返しトレーニングを受け、Ustream配信時に併用する facebookと

Twitterによる参加がスムーズに行えるようになっていった。

②の番組制作講座では、2種類のワークショップを継続的にWGメンバーが実

施した。それらは一般住民を対象としたワークショップと、外国にルーツのある

子どもたちを対象としたワークショップだった。コミュニティメディア設立へ向

けての事前調査で、HCMの活動拠点である神戸市東灘区には外国人住民が一定

程度暮らしており、地域の多様性をコミュニティメディアの活動に反映させるこ

とは重要だと考え、著者は後者のワークショップを開催することをWGメンバー

に提案し、メンバーから了承を得た。こうして、著者を含めたWGのメンバー

で番組制作の担い手の育成を目指した。

③については、防災をテーマに4種類のイベントに関わり、HCMについて一

般に知ってもらう機会を作った。うち3種類のイベントは防災に関するセミナー

で、東灘区にある2つの大学で開催され、HCMはUstreamによるライブ配信と

そのアーカイブ化を担当した。

もう1種類のイベントは、HCMの主催イベントとして、「3.11つなみライン

ウォーク」を企画し、「東灘つなみ到達ラインを歩く」をテーマに、2012年3月

11日、実際に東灘住民とともに歩くという行事を実施した。その様子を、（i）ビ

デオカメラを使ったUstreamによるライブ配信と、（ii）iPhoneと iPadを利用し

たTwitCastingによるライブ配信という2種類のライブ配信を実験的に実践し

た。★12 この主催イベントでは、80名ほどの熱心な参加者があり、阪神淡路大震

災で大きな被害を被った東灘区の住民の防災・減災についての関心の高さを知る

機会ともなった。

  2012年にはいると、Ustreamのライブ配信の技術習得が進み、番組参加を希望

する地域住民も現れるようになり、インターネット放送局を本格的に開局しよう

という気運が高まっていった。2012年6月9日、第1回HCM「メディア

ROCCO」開局準備会を開催することになった。開局準備会を定期的に実施し

回を重ねる中で、放送局の参加希望者はいつしか、当初の大学関係者に加えて、

★12─Ustreamのライブストリーミングサービス
に加えて、2010年に開始したばかりのTwitCasting

のライブストリーミングサービスも実践し、インター
ネット放送での活用の可能性について実験した。
TwitCastingの様子は、アーカイブ記録があり、当
時の動画配信環境を振り返ることができる。
h t t p s : / / t w i t c a s t i n g . t v / m e d i a r o c c o /

movie/3977187
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地域からの参加者がその同数に増えていた。地域からの参加者は、前述の番組制

作講座出身者が多くを占めた。

著者が、2011年4月に番組制作講座の受講生に放送局への参加希望理由を聞

いたところ、地域メディアに参加したい理由の1つに、東灘区で子育てをしてい

るけれども、区外から移住してきたので、知り合いがあまりいないという悩みを

挙げた。2008年からの放送局の構想段階で浮かび上がっていた東灘区の新住民

と旧住民の交流が薄いという状況が、参加住民の生の声で確認された。地域住民

が主体的にコミュニティメディアに参加することにより、地域における問題解決

や自立的発展に寄与する「場」の創出へと繋がっていくことを著者は再認識した。

また、この開局準備会中に、WG内で番組内容について様々に検討していく

うちに、Ustreamの特性を認識する機会があった。それは、Ustreamに熟知する

A氏からの発言だった。「家で skypeにつないで複数でやりとりをするのを

Ustream配信している。Skypeを通じて3人でしゃべっているところに、違う人

からの反応がくる。Ustreamは双方向性で、その時間だけ、気軽に参加できる。

普段の生活のコンテンツを切りとるというのがいいのではないか。出来あがるま

でのプロセスを放送する。（WG会議議事録 2011年3月より）」

映像といえば、編集をしてから公開するというイメージがメンバーには強かっ

たが、ライブで参加し、双方向性でリアルタイムチャットができるという

Ustreamの特性を活かす番組づくりを意識した瞬間だった。そこから、インター

ネット放送局の番組は、ライブで行うという合意が、開局準備会の参加者の間で

共有されていった。

2012年10月13日（土）の11時（少し過ぎて）、MEDIA ROCCO開局記念配

信がスタートした。事前にフライヤー等で広報を行い、地域で利用できるスペー

スで、公開生配信を行い、近隣の人たちも会場に参加をする形で、1時間のライ

ブ番組を無事に終えることができた。★13 以来、MEDIA ROCCOは、毎週土曜

日の11:00-12:00の時間帯にライブ配信で定期的に番組を配信し、そのライブ番

組をアーカイブ化し、VimeoとYouTubeのアーカイブサイトを利用しながら、

アーカイブの構築も行なっている。★14

4.2.2. インターネット放送局草創期：放送経験者とともに
HCMのメディア活動の将来ビジョンには、次のことが表明されている。

「地域に暮らし、働き、学ぶ人びとの協力の下、東灘の各地域の住民の自宅や

会社、学校、行政、公共施設、NPO団体などにサテライトスタジオを開設し、

ホームページを核としたネットワーク型のマルチメディア局として、緊密で柔軟

な情報と対面的な交流の場を作り、地域から発信をしていきたい」

この目標の下にHCMは地域メディア活動を現在まで継続している。その実現

に向けて、HCMは、①開局したインターネット放送局の活動を核としながら、
②NPO法人としての事業を並行して実施する形で、そのメディア活動を進めて

いる。★15 本節では、①と②について適宜言及しながら、2012年10月開局から

2014年3月までの活動を分析する。

2012年の初回の番組ライブ配信から2023年7月末で、MEDIA ROCCO放送

局は、564回の定期配信番組回を迎えた。放送局草創期はどのような人たちが参

加し、何を模索していたのだろうか。草創期のメンバーは、HCM法人設立に尽

力したWGメンバーと番組制作講座を受講して新たに加わったメンバーで構成

されていた。後者の参加者の中にはプロでアナウンサーをしていた人たちが含ま

れていた。著者がMEDIA ROCCOの活動に関心を持った理由を番組制作講座

★13─MEDIA ROCCO開局記念配信回
 https://vimeo.com/51580831

★15─HCMのコミュニティメディア事業には、
大きく分けて3種類である。インターネット放送局の
毎週の定期配信番組は、①の事業に含まれる。①
動画配信による定期的・継続的配信事業 ②ウェブ
サイトを核とした情報発信と交流の場の構築 ③
ネットワーク形成と担い手育成事業　

★14─番組のアーカイブはVimeoサイトを主に
利用しているが、速報性が必要な場合にYouTube

の動画コンテンツにもアーカイブをアップロードし
公開するようになってきた。また、Ustreamが、
2016年にIBMに買収され、「IBM Cloud Video」に
移行した。HCMは、放送局のライブストリーミング
サービスをUstreamからYouTubeへ移行することを
決定し、2018年8月からYouTubeのMEDIA 

ROCCOチャンネルで、ライブ配信番組を開始した。
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表1：番組リスト表 ［2012年10月～2012年12月29日］ （筆者作成）

時（2011年4月）にたずねてみると、以前アナウンサー業をしていたが、配偶者

の転勤を機に、東灘区に転入してきたと言う。県外からの転入であり、区内に気

軽に交流できる人があまりおらず、人との交流を求めていたところ、HCMの番

組制作講座参加者募集のフライヤーを見て、自身のプロフェッショナルも活かせ

ると考え、応募したとのことであった。表1「番組リスト表」を参照していただ

きたい。番組リストのVimeo # を検索に入力すると、各配信回のアーカイブに

たどりつく。番組に出演するキャスターをみると、こうしたプロフェッショナル

のメンバーが活躍していることが分かるだろう。

配信内容に注目すると、毎回のように取り上げるトピックとしてはUstreamの

使い方についてであった。初期の頃は、まず番組の視聴の仕方や双方向性を活か

した視聴者の番組参加の仕方を伝えるコーナーを設けていた。また、出演者の関

心が反映された番組内容の企画が散見される。例えば、子育て世代の出演者が関

連するテーマを取りあげたり、関連イベントの現場を取材し、ライブで配信する

番組となっている。こうした形で1年半ほど放送局の番組は継続していった。
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4.3. 第2期：放送局の担い手の多様化と拡がり （2014年 3月～2018年9月）

4.3.1. つながりがつながりを呼ぶ担い手
MEDIA ROCCO放送局に新たな動きが生じたのは、2014 年の春間近な3月

から4月にかけてであった。2014年4月の運営会議では放送局の人材育成をテー

マに話し合いが行われた。それまで放送局活動に関わってきた人たちの負担が増

えてきたという認識を共有し、新たなメンバーの加入を検討することになった。

この運営会議での話し合いでは、メンバーの中に大学関係者が複数いたこともあ

り、「学生部会を立ち上げてやっていくのはどうか。」という意見が出され、以後、

学生に参加を呼びかける方向性を進めていくことになった。こうして、毎週土曜

日の番組配信に大学生たちが時々参加するようになっていった。表2「番組リス

ト表」を参照していただきたい。3月中旬から毎週のように大学生の誰かが参加

するようになり、4月に入ると本格的に大学生たちが参加するようになった。こ

れを機に、大学生たち自身が取り上げたいテーマを考え、自分たちで企画するよ

うになり、その制作活動から、のちに「学生企画番組」が誕生し、1時間の番組

の全体の構成から特集等の各コーナーの内容すべてを企画し、番組をディレク

ションするようになっていった。★16

また、大学生たちが積極的に参加するようになってから、彼らが取材先で出

会った人たちを番組のゲストに迎えてお話を伺うという企画を立てたり、取材先

で出会った人たちの中から番組のキャスターに関心を持つ人が現れ、若いところ

では小学生もキャスターとして活躍するようになった。★17 一方でMEDIA 

ROCCOでは開局当初から参加する年配のキャスターたちも様々な企画を提案

するなど、異なる世代が異なる関心を番組にしていくという好循環が生み出され

ていった。そして、番組配信スタイルにも変化が表れてきた。スタジオでのライ

ブ配信が安定的にできるようになり、スタジオを飛び出し、地域活動やイベント

の現場からライブ配信する「ライブ中継」という番組配信の回数が増えてきたの

もこの頃であった。表2「番組リスト表」によると、2014年1月～ 5月の定期配

信の中で「第65回」「第76回」「第78回」「第82回」「第85回」の配信回5回が

「ライブ中継」である。この「ライブ中継」は、のちに、現場をライブ配信する

番組「出張配信」と名付けた番組配信スタイルへ繋がっていった。

4.3.2. だれもがアクセスできる動画配信技術のしくみを作る
この時期には多様な番組が生み出されるとともに、放送局での配信技術が確立

されていった時期でもあった。HCMではどのような配信の技術と機材セッティ

ングを作っていったのだろうか。コミュニティ FMやCATVといったコミュニ

ティメディアでは、ラジオ放送局やテレビ放送局の長い蓄積があり、放送技術と

機器はすでに確立されている。しかしながら、HCMが当時模索していた動画配

信技術を活用したインターネット放送局では、どの配信技術を採用し、どの機材

を使用するかという組みあわせについては、メンバーで試行錯誤しながら、最初

から作っていく必要があったのである。

これまで見てきたMEDIA ROCCOの活動からも明らかなように、MEDIA 

ROCCOは参加型のコミュニティメディアである。放送局にゲストとして参加

するだけでなく、放送局の担い手自体が一般の人たちであり、特に放送のプロ

フェッショナルであることを条件とはしていない。そのため、技術的な要素も含

めたメディアへのアクセスをどのように可能にしていくかは非常に重要であっ

た。この時期になると、Ustreamを活用したライブ配信の技術と機材セッティン

★16─第112回MEDIA ROCCO定期配信 2014. 

11.29 学生企画特集「初めての! MEDIAROCCO

クッキング：おいしい唐揚げ」は大学生が企画した
番組初のクッキング特集である。このように学生企
画では学生たちが多様な番組の企画を生み出した。
https://vimeo.com/113829652

★17─第98回MEDIA  ROCCO定期配信 

2014.8.23 学生企画特集「若者落語家は文化を語
る」はその一例である。
https://vimeo.com/104614241
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表2：番組リスト表 ［2014年1月4日～2014年5月31日］ （筆者作成）

グに一定の方法が確立されていった。それを模式的に表したのが図2である。図
2が示しているように、非常にシンプルな配信セッティングである。この時期の

MEDIA ROCCOの番組配信時の配信機材の基本形である。ビデオカメラ1台と

ビデオカメラに接続するマイクとLiveshellがあればライブ配信はできる。
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図2：スタジオライブ配信 （筆者作成）

Liveshellとは、PC不要で高画質な配信ができるライブ配信機器である。

ライブ配信で使用する機材の方法には複数ある。例えば、PCとビデオカメラ

とビデオスイッチャーとオーディオミキサー等の機材の組合せによるライブ配信

や、PCとOBS （Open Broadcaster Software: PCでライブ配信する際に使用できる無料のソ

フトウェア）を活用するライブ配信の方法もある。HCMが目指したのは誰もがメ

ディアを使うことができるしくみを作ることである。つまり、HCM設立当初か

ら様々な機材を試し、番組配信を重ねながら、技術的な側面においてメディア活

動に参加できるとはどういうことなのかについてメンバー同士で試行錯誤を重ね

ていった結果、最もシンプルな図2の方法、つまり、どの世代の人たちでも使え

る上述のセッティングを確立できたことは、番組配信を継続していく上で重要な

ことであった。

この時期には放送局の活動だけでなく、HCMの法人事業として主催のワーク

ショップやイベントを企画・開催するようになり、こうした活動にも学生たちが

参加するようになった。★18 例えば、外国にルーツのある子どもたちを対象に多

様な文化的背景の人たちのメディアへの関心を広げるメディアワークショップ

を、著者を中心として継続的な実施を行なった。またHCMは、地域メディアの

試みとして、地域イベントのライブ配信の技術協力や地域のNPOや大学の関係

者、そして個人がつながる機会を創出する主催交流イベントも開催した。この試

みは、ウェブ空間だけでなく、リアルな空間で地域の人びとの新たなつながりを

つくることを目的としてHCMとして企画したイベントであった。こうした地域

活動の現場に関わる継続的なメディア活動は、MEDIA ROCCO放送局への新

たな人材の参画にも繋がっていくこととなった。

4.4. 第3期：新たな配信方法の試みとコロナ下の地域メディア活動
（2018年10月～2020年2月）

4.4.1. 多地点ライブ配信の試み
HCMの立ち上げ時の事業のひとつとして、「つなみラインウォーク」を開催

したことはすでに述べた。そうしたイベントをHCMはスマートフォンや iPad

でライブ配信中継する実験を行った。しかしながら、著者が当時のライブ配信映

像を確認すると、解像度が低く、またインターネット接続も途切れることがある

など、当時のインターネット環境ではスムーズで高画質なライブ映像を配信する

★18─第2期には多くの学生たちが放送局の活
動に参加し、その中にはNPO法人事業にも活動の
場を広げるなど継続的な参加の経験が卒業論文の
テーマへと発展していった学生も出てくるように
なった。そうしたメンバーの1人F氏は卒業後も
HCMの運営面でスタッフとして携わっている。
「MEDIA ROCCOが卒業論文になりました！」
https://mediarocco.jp/?p=1618
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図3：スタジオライブ配信から多地点ライブ配信へ （筆者作成）

ことが難しい状況であった。放送局が開局してからも、2013年、2014年にも同

様の試みをHCMとして行っていたが、解像度はまだまだ低い状況だった。

一方、番組配信でスマートフォンなどのモバイル通信機器を使うことにより、

メディアによる情報発信をより多くの人たちが手軽に行えるようになる可能性が

高くなる。そのためMEDIA ROCCOの番組を活用しながら、それを可能とす

る技術的なしくみを構築できればと著者が放送局スタッフに呼びかけ、B氏やC

氏と共に積極的に取り組んだ。その試みが多地点ライブ配信である。「多地点」

とは、それぞれがその時いる複数の場所からデジタルデバイスでつながり、番組

配信を行うセッティングのことで、「多地点ライブ配信」と放送局メンバーで検

討し名付けた。

次の図3を参照していただきたい。多地点ライブ配信の技術的なしくみを構築

する目的は、一般の人たちが情報発信主体となり、一人ひとりが今いる場所から

配信に参加できるようにすることである。

2018年7月7日（土）、その多地点ライブ配信の本格的な実践は突然やってき

た。いつもならスタジオにスタッフ全員が集まり、番組配信を準備するはずだっ

たのだが、この日は各自、自宅から番組にアクセスせざるをえない状況となった。

2018年7月5日朝から7日朝にかけて、兵庫県では、台風の影響で断続的に大雨

となり、県内15市町に大雨特別警報が発令された。そして7月7日（土）はまさ

にMEDIA ROCCO定期配信の日。その前日から翌日の番組配信をいつも通り

スタジオで行うかどうか、スタッフの安全をどのように確保するか等をスタッフ

の間で話し合った。その結果、今後も起こりうるかもしれない自然災害時の番組

配信のことも考慮した上での新たな試み、「複数地点をつないでのライブ配信番

組」を行うことを決めた。そして、予定していた特集をすべて取りやめ、緊急特

集「東灘区　土砂災害に備える」を配信した。当日の放送局スタッフの自宅のあ

る東灘 －京都 －神戸－大阪の4地点をむすび、それぞれの場所の台風の状況を

伝えた。★19

  この経験から、災害などの緊急時に、スタッフ一人ひとりが各自の居場所から

配信できる重要性をより認識することとなり、2018年後半から多地点ライブ配

信の技術的なしくみの構築を継続的に進めていくことをHCMメンバー間で確

認した。その後も同年10月27日や2019年3月9日、2020年1月18日の配信回

において、番組中に、スマートフォンを使ってスタジオ外から中継したり、番組

★19─第300回 MEDIA ROCCO 定期配信
2018.7.7 特集 東灘シリーズ「緊急特集：東灘区・
土砂災害に備える」 h t t p s : / / v i m e o . c o m / 

320896136 で実際の番組を視聴できる。
また、この時の状況について、筆者は、アメリカのコ
ミュニティFM局の日本語番組「HARUKANA 

SHOW」に出演し、詳細を音声で語っている。　
https://harukanashow.org/archives/10637
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に参加するなどの試みをHCMは実践していった。★20 そして、メンバーの誰も

が今いる場所からライブ配信に参加できるようにする継続的な取り組みは、

2020年のCOVID-19の拡大に際し、大きな成果を生み出すことにつながってい

くこととなった。

4.4.2. コロナ禍の地域メディア活動とこれから　2020年3月～

4.4.2.1. スタジオ配信から多地点ライブ配信へ

新型コロナウィルス感染症拡大は世界中の人々とその活動に大きな影響を及ぼ

した。HCMのメディア活動も同様であった。2020年1月に入り、新型コロナウィ

ルス感染症の影響が頻繁に取り上げられるようになり、放送局のコーディネー

ターを担当していた著者は、放送局活動の継続の可能性に関して考え始めた。同

年2月になると、新型コロナウィルス感染症の影響が色濃くなってきていたこと

から、配信方法をスタジオ配信から、別の配信方法への展開を模索するために、

放送局メンバーのB氏とC氏とともに、それぞれがいる3地点をつないでライブ

配信する実験を繰り返し行った。2月下旬にはこれでメンバーの安全を確保しつ

つ、放送局活動を継続していくことができる目処がついた。そこで、HCMでは

翌月からの番組をスタジオ配信で実施することをやめ、多地点ライブ配信を採用

することに決定した。

2020年3月7日、放送局スタッフはそれぞれの場所からskypeでつながり、多

地点ライブ配信で番組の配信を試み、とくに大きな問題も生じず、番組を終える

ことができた。★21 それ以来、基本的に多地点ライブ配信方法を継続して現在に

至っている。

4.4.2.2. コロナ禍で生みだしたネットーワーク型の情報発信

HCMとしてコロナ下もメンバーが協働して多地点ライブ配信の仕組みを構築

することにより、番組配信を継続していくことができた。その一方で、メンバー

が直接会うこともなく、また取材先を訪問することもできない状況では、これま

での番組制作のスタイルは大きな変化を余儀なくされると、著者は当初、消極的

に考えていた。例えばゲストを番組に迎えてのトーク企画は難しくなるだろうと

考えた。MEDIA ROCCOのメンバーは、以前から多地点ライブ配信の経験を

積み重ねてきたため、慌てることなくスムーズに配信方法の変更に対応できた

が、一般の人たちには難しいのではないか。

ところが意外にも、ゲストをオンラインで迎えて特集を組むというチャレンジ

が早々にやってきた。それは多地点ライブ配信へ移行して3回目の2020年3月

21日、第389回の定期配信だった。★22 普段のHCMのメディア活動を通して関

係を構築してきた外国人支援活動を行なっているNPOから、手洗いや歯磨きに

関する多言語絵本『たぶんかこどものけんこうえほん』を出版したので、番組で

取り上げてほしいとの連絡があった。コロナ下という緊急時にコミュニティメディ

アは何ができるだろうか。そのことを実践する機会をHCMは得たわけである。

著者は、当初はオンラインでのゲストの出演は難しいであろうと考えていた。

しかし取り上げる内容から判断して、出版に関わった方をゲストに迎え、番組で

直接話をしていただく方がよいと考え直し、多地点ライブ配信で番組を配信して

いる旨をゲストに伝えたところ、ビデオ通話で出演できるかやってみますとの前

向きな返事が返ってきた。この番組配信によって、多地点ライブ配信に一般の人

たちが自らのデバイスを使い、コミュニティメディアに参画する機会へとつな

がったのである。

★20─第316回の配信回では、B氏が中心とな
り、多地点からの中継について実践し、解説してい
る。第316回MEDIA ROCCO定期配信 2018. 

10.27  特集「多元中継ってどうすればできるの？」
https://vimeo.com/330035696

★21─2020年1月からの多地点ライブ配信の歩
みついては、HCMウェブサイトに、「ドキュメント：
MEDIA ROCCO放送局 多地点ライブ配信への歩
み 2020」としてまとめられている。
https://mediarocco.jp/?p=3733

第387回MEDIA ROCCO定期配信 2020.3.7(1/2) 

特集1「働くって何だ？」& 地域情報コーナー  

https://vimeo.com/402861965

★22─第389回定期配信 2020.3.21（1/2） 特
集1「たぶんか こどものけんこうえほん」
https://vimeo.com/407962886
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コロナ下のHCMの活動の変化と拡がりについて、番組内容、メンバーや地域

の人たちの参加の観点から見ていこう。表3 「番組リスト表」を参照していただ

きたい。この表は、2020年3月の多地点ライブ配信への移行から1年間の番組

表である。この表を見ると、それまでの番組配信と異なる点に気づかれると思う。

番組内容の変化である。特集のタイトルを見ていただくと、新型コロナに関連し

た多彩な番組が生まれたことが理解される。

新型コロナウィルスに関する独自リサーチを加えた内容、外国人コミュニティ

への情報提供、世界6カ国と関西ローカル4箇所をつなぎコロナ下の状況を伝え

る内容、コロナ下でのNPOの活動、Zoomの使い方や動画の作り方のテクニカ

ルな内容、等々がその例である。放送局メンバー一人ひとりが保有しているネッ

トワークと能力を活かした番組が次々と生まれた。そして、番組内の地域情報

コーナーという企画では、身近な動植物の様子を通して季節の移り変わりを伝え

るという内容の番組案を、動植物に詳しいメンバーの1人D氏から提案された。

その後の新たな企画へとつながる提案であった。その企画を聞いたとき、行動制

限が続く中で、自宅で過ごす時間が多くなり、外に出かける機会が減り、久しぶ

りに出かけた時に植物を眺めてはじめて、季節が移り変わっていたことに気づい

たという体験を著者に想起させた。他のメンバーもその企画に賛同し、地域情報

コーナーで「季節便り」がスタートした。身近な場所に咲く花々の写真を撮影し、

生物の名称、日付、撮影場所、標高を付記した形で生物季節観測の情報を紹介す

ることとした。★23 スタートさせてみると、視聴者からの反響があり、こんな植

物の花が咲いていますというメッセージと写真が届くようになり、それらの写真

も番組で紹介することとなった。こうしてより能動的に視聴者の番組への参画を

促すことにつながっていった。★24

HCMのメディア活動スタイルは、コロナ下で大きな変更を余儀なくされた

が、実際には、メディア活動を継続していくと、これまでより多くの地域の人た

ちが能動的に番組に参加していただけるようになっていたのである。例えば、先

に取りあげた番組へのオンラインでの参加については、比較的PCやスマート

フォンの操作に苦手な年配の人たちもチャレンジするようになった。そして、ラ

イブ中に視聴者がコメントを書き込むことで、番組キャスターと視聴者の間でや

りとりが可能となる双方向コミュニケーションの実現もその一例である。番組中

に視聴者が書き込んだコメントには、例えば、「新型コロナウィルスはなんとか

ならないかなあという思いがあるけれど、長期戦を覚悟という心構えが大事だと

思った。医学情報に触れる心構えとして、「論文が出た」というのは、検証の段

階で、いくつかある論文の1つだということを知っておく必要があると思った。」

「多地点ライブ配信の特集を見て、地域の会議もこういうのを利用していったほ

うがいいのでは。」などがあった。奇しくも外出することが難しい状況になって、

配信の方法も多地点となり、よりインタラクティブな方向性に変わり、地域の視

聴者の番組への参加姿勢も変化していったことになる。

また放送局メンバーの中にも参加の仕方に変化があらわれた。コロナ禍でリ

モートワークとなったメンバーC氏からライブで番組に参加しますという申し

出があり、番組配信当日のライブ参加メンバーが新たに複数人増えることにつな

がった。そして、そうしたメンバーたちは、自身の番組企画を提案し、その中に

はこれまでの番組内容にはなかったエンターテイメント性のある企画も生まれ、

放送局の番組の新たなジャンルの開拓につながった。★25

HCMのコミュニティメディア事業には、大きく分けて3種類ある :①動画配

信による定期的・継続的配信事業 ②ウェブサイトを核とした情報発信と交流の

★23─生物季節観測は、日本では気象庁が
1953年から開始した。長年継続された生物季節観
測を2021年から廃止するという発表があった。そ
の理由は、観測対象の生物が気候変動により、観
測できなくなってきたからだということであった。そ
のことをメンバーの1人D氏が知り、観測はゼロだっ
たという記録を残すことと、観測をやめるということ
は異なることであると考え、この生物季節観測をこ
の地から続けていこうと、D氏は考えた。第425回
定期配信 特集2「生物季節観測とは何か」
2020.11.28(2/2)参照
https://vimeo.com/494727293

★24─一例として、第394回定期配信 2020. 

4.25の地域情報コーナー「みんなが見つけた春便
り東灘の桜編」と、エンディング動画「みんなが見つ
けた春便り 桜守公園の春1」を参照
https://vimeo.com/418333201

★25─第443回MEDIA ROCCO定期配信 

特集1「キャスター林のチャレンジ・ザ・タイム vol 1」
2021.4.

https://vimeo.com/536884667
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場の構築 ③ネットワーク形成と担い手育成事業。インターネット放送局の毎週
の定期配信番組は①の事業に含まれる。この第3期においては、コロナ禍前には

②や③に該当するHCMの事業として、NPO対象の活動紹介動画制作を行う

ワークショップやSNSのワークショップを開催していた。コロナ下における②
や③に該当する事業の実施は、コロナ下での新たな関係性を生み出すことにもつ
ながった。コロナ下ではNPOからリアルとオンラインのハイブリッドで開催す

るための技術協力サポートの依頼をしばしば打診されるようになったこともその

一例である。こうしたイベントの技術協力サポートを通して、HCMは、NPO

などの市民団体の交流を実現し、リアルとオンライン双方の参加市民団体の交流

を促進する役割を担える存在として地域NPOから認識されるようになってきた

時期と考えられる。

このように、HCMはコロナ下でオンラインでの活動に移行していったが、一

方で実空間での活動も重要であることを認識しており、それまでのスタジオを主

体としたメディア活動ではなく、様々な団体が活動を展開する地域の交流拠点と

協働することにより、新たなつながりを作り、つなぐことができるのではないか

と考えている。★26 その試みはまだ始まったばかりであるが、地域メディア活動

とはなにかを常に模索している。

5. 考察

HCMは法人設立から10年以上にわたりそのメディア事業を継続してきた。

本節では、特にインターネット放送局の活動を中心に、その事業プロセスを、前

節で述べてきたように、第1期（生成期）、第2期（発展期）、第3期（変容期）の3つ

の時期として捉え、メディア事業の立ち上げから発展、直面してきた課題、転機

の動的プロセスを時間軸で考察する。

第1期（生成期）では、4.2で言及したように、大学関係者という人的資源を活

かしコミュニティメディア設立の準備を開始した。その後、番組制作講座の開催

などを通じて地域住民へアプローチし、インターネット放送局の番組を制作・発

信していくために必要な人材を獲得し、放送局活動を進めた。その準備のプロセ

スで、WGメンバーたちは、ライブ配信を熟知する一地域住民との対話を通し

てライブ配信の特徴を認識するようになり、番組スタイルやスタンスをメンバー

間で形成し、共有していった時期と位置づけられる。

第2期（発展期）では、放送局の担い手に変化が生じた時期であった。学生たち

が新たに加わり、自身の番組を企画するプロセスで、積極的にゲスト交渉をした

り、東灘地区を超えた取材先へ出かけていきスマートフォンなどの身近なデバイ

スを用いてライブ配信を試みるなど、番組制作活動は、人や組織をつなぎ、東灘

という地理的にローカルな空間を超えたグローカルな拡がりをみせるようになっ

ていった時期と捉えられる。

第3期（変容期）は、社会的な変革としてのコロナ禍という大きな外圧によって、

放送局のこれまでのプロセスに大きな変化がもたらされた時期と考えられる。多

地点ライブ配信の実験と構築を継続的に取り組んできた結果が、コロナ下のメ

ディア活動が困難に直面した時、リアルな活動場所からインターネット上の空間

に活動のスペースを移行し、メディア活動の継続へとつながった。

HCMの活動初期に共有された理念が、続く第2期、第3期に新たに参加した

HCMメンバーにも連綿と共有されていることに著者が気づかされる出来事が

★26─サテライトスタジオの新たな試みとして、
2022年12月にパイロット番組を配信した。それを踏
まえ、2023年4月から、本格的に地域の交流拠点と
協働するサテライトスタジオの試みを開始した。
第532回MEDIA ROCCO定期配信 2022. 12.17 

（1/3） 
特集1 Tabunka×MediaRocco コラボ番組 リプロ
ダクティブ・ライツ編 vol.1 「今さら聞けない？ 生理
のこと：その1 生理用品いろいろ」 
https://vimeo.com/826611830
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あった。HCMはメディア事業の1つとして、教育機関への授業協力を行なって

きた。著者がある大学で担当する科目に、授業協力としてHCMの学生メンバー
（以後E氏とする）にメディア実践経験について科目履修生に語っていただいた。★27 

E氏は、第2期の終わり頃から第3期にかけて放送局の主力メンバーの1人とし

てMEDIA ROCCOの活動に参加していた学生で、大学卒業を機にHCMの活

動から離れたが、当時を振り返り、次のように語った。「やりたいと思ったこと

をやれる環境だったので、迷ったらやってみる精神がついた。」「HCMは交流が

主軸にあったので、成果物より過程を大事にするあたりが一人ひとりの挑戦を見

守るゆとりをもたらしていたと思います。」そして、HCMの場を「強固すぎな

いつながり」とも表現した。HCM設立当初のメンバーたちが開局準備のプロセ

スで何度も対話を重ねる中で、「失敗しながら進めばいい。」「やりたいことはコ

ミュニケーションだから」「思いきってやってみよう」という合意を形成し、番

組を作ってきたスタンス、もしくは理念が、長期の活動を通じて、参加スタッフ

の入れ替わりを経験しながらも受容され続けてきたことが確認された。

長期時間軸から「あまみFM」をメディア事業モデルとして分析した金山の先

行研究によれば、「局が大事にすべき放送の根幹概念の共有」を「長期に渡り実

践しつづけていくことが容易ではない」ことが理解され、「組織の持続・発展の

過程で生まれる課題や問題は、困難・障害という受け止めではなく、むしろ局の

概念を定期的に再確認する機会であり、新たな表現を生み出す時機として受け止

められる」と結論づけている（金山 2019）。「あまみFM」のように、離島という

ローカルな地域性の色濃い場所におけるコミュニティメディア活動と同じような

分析結果が、その理念の違いこそあれ、都市部におけるコミュニティメディア活

動を実践してきたHCMにおいても、共通して得られている点は、興味深い結果

と考えられる。

人の流入・流出の激しい都市部においては、奄美におけるような「在地主義」

的な感情共有は難しく、むしろ、その地域の価値観は、多様化・分散化していく

傾向が一般に見られる。すでに、メディア研究者田村紀雄が1972年に出版した

『コミュニティ・メディア論』にもはっきりと示されているように、コミュニティ

というのは従来の地域ではなく、これから生まれる新しい共同体の在り方なのだ

と書かれている。また、「コミュニティー・メディアは、その古い伝統社会にあ

る「地方」ではなく、現代における都市社会のうちに芽ばえつつあるコミュニ

ティを育てる手段にほかならない」とも書かれ、コミュニティメディアは地元に

閉じたメディアという意味ではないと論じられている。HCMの活動も、その初

期段階から、他地域からの人びとの参画を良しとし、実際に活動拠点となる地域

に生活していない者もメンバーとして活動してきた経緯もあり、開かれたメディ

アを標榜してきた。長期の活動を通じて、メンバーの入れ替わりを流動的に経験

しながらも、活動理念が受容され続けてきた要因には、4節の冒頭で述べた森田

三郎氏やB氏や著者のような設立当初からのコアとなるメンバーが少数ながらも

長期にわたって活動に参画していることも重要であると考えられる。他方、実際

に活動に参加し続けている著者の実感として、こうしたコアメンバーがメディア

活動において様々な負担を強いられている現状も見逃せない。★28 この問題点は、

コミュニティメディア活動だけではなく、一般の市民団体に共通して観察される

慢性的な問題である。

HCMの長期にわたる著者の実践研究において、地域のどのような人びとも参

加可能なメディアとするには、インターネット技術の活用は重要なポイントで

あったと著者は考えている。5.1節では、どのようなインターネット関連技術と

★27─著者は、甲南大学文学部社会学科「発展
研究F（メディアコミュニケーションと表現Ⅱ）」の授
業を社会学科の専任教員と共同担当している。当
該科目は、コミュニティメディアの番組制作を実践
的に取り組むことを通して、コミュニティメディアの
役割と機能、そして課題について考える授業内容で
ある。2021年12月2日の授業の中で、E氏がゲスト
で参加し、MEDIA ROCCOでの経験について、受
講生たちに語った記録を引用している。

★28─インターネット放送局の番組は、番組当
日はライブ配信で行い、それをアーカイブ化すると
いう公開方法をとっている。これは活動初期からメ
ンバー間で決め、共有している。配信当日の番組を
ライブで行う理由としては、初対面の出演者たちで
あっても、MEDIA ROCCOが人と人をつなげる場を
作ることにつながることと、ゲストも放送局スタッフ
も気軽に参加できるということである。一方でアー
カイブ化は非常に時間がかかる作業で、この作業
を歴代のアーカイブ編集担当者が忍耐強く支えて
くれたことを特筆しておきたい。
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デジタルデバイスを活用してきたのかという点について、また、5.2節では、ロー

カリズムの視点から、人や組織のつながりは10年の間にどのように作られ拡

がっていったのかという点ついて、そして、5.3節では、HCMのような非営利

の市民主体コミュニティメディアの抱えてきた問題点について考察する。

5.1. インターネット関連技術とデジタルデバイスの活用　

第1期という初期のメディア活動時期に、ビデオカメラ、PC、ライブ配信機器、

スマートフォン 、タブレットといった、ライブ配信と映像編集に使用する基本

的な機材とデバイスと編集ソフトと、UstreamやTwitCastingといったライブス

トリーミングサービスと facebookとTwitterのSNSを活用してきたことからわか

るように、その時期その時期に登場したインターネット関連のサービスやデジタ

ルデバイスを、積極的に取り入れ、組み合わせながら活動を展開してきたという

ことが言える。

これらの機材やサービスの習得には、地域住民の1人（A氏）が主として担当

した。つまり、HCMの場合、放送業界のプロフェッショナルがその経験を活か

し情報発信の技術的システムを構築したのではない。たまたま地域にライブ配信

機器とその特性に詳しい人物がいて、その人から技術を習得する形でコミュニ

ティメディアの活動を開始したのである。

第2期における使用機材・デバイスは、よりシンプルに、誰もが使いこなせる

ライブ配信の仕組みを選択する方向へ動いていった。HCMでの機材利用に関し

ては、「誰でもが参加できる」メディアを基本とし、利用機材とそのシステムの

構築を進めた。その結果として、配信時の機材セッティングについては高齢者を

含む全てのメンバーがライブ配信の設定を理解し、使えるようになっていた。

第3期では、多地点ライブ配信の構築に加えて、番組制作に参加するメンバー

の中には、スマートフォンやアクションカメラのGoProなど、思い思いの利用

したい機材を積極的に活用して配信を行うようになっていた。またコロナ下には

地域NPOなどからリアルとオンラインを組み合わせたハイブリッド方式のイベ

ント開催の技術サポートを依頼される機会が多くなり、依頼現場のニーズに即し

た「メディア活用開発」を求められるという新たな局面を迎えた時期である。た

だし、スタジオで共通の機器を使用して番組配信していた時期と異なり、メン

バー個人の配信技術レベル、多地点ライブ配信にオンライン参加するための自宅

などの参加地点のインターネット環境、番組に参加する際に使用するメンバー個

人が保有するデバイスの性能に差が生じてしまうという、負の側面が顕在化した

ことも事実である。

このように第1期から第3期までの放送局活動におけるメディア事業を長期的

な時間軸で見てくると、2000年以降に急速に発展してきた動画共有サービスや

オンライン会議サービス、SNSの登場と拡大、動画撮影が可能となったモバイ

ルメディアの社会への浸透などが、HCMのような動画配信技術を活用したイン

ターネット放送局を確立していく上で、非常に重要であったことは間違いない。

放送業界のプロフェッショナルに頼らないアマチュアリズムの視点で、コミュニ

ティメディアの活動を継続的に展開してこられた要因だと考えられる。
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図4：HCMのメディア活動と地域のつながり （筆者作成）

5.2. 人や組織とのつながりがつながりの拡がりを生みだす

技術的な側面から離れ、人の側面に注目すると、第1期からメンバーとして参

加していた大学関係者に加えて、第2期は、学生が多く参加するようになった時

期である。その学生たちが、新たな学生たちやNPOとつながったり、そうした

つながりからゲスト出演が決まることも多くなった。インターンシップで近隣の

高校生が参加する。主催イベントの音楽コンサートでは音楽に関心のある人たち

がつながる。そして、リアルな空間で出会う機会を主催イベントで創出し、

NPO、地縁組織、大学関係者、学生たちが交流する機会が一挙に増えた。第2

期ではインターネット上の放送局の活動だけでなく、リアルな場でも人や組織と

のつながりをつくりだすなど、HCMの全体活動を通してのつながりの拡がりを

認識できた時期である。また、第3期においては、社会的に大きな質的変換を余

儀なくされたコロナ禍において、多地点ライブ配信という技術的側面で放送局活

動を継続した結果として、地域からの新たなニーズに応える地域メディアの役割

を担うとともに、NPOなどの複数の市民団体とのネットワークづくりへと拡

がった。

図4を参照いただきたい。この図は、HCMのメディア活動の核であるインター

ネット放送局の活動に含まれる「ライブ配信」「アーカイブ」「取材」を核としな

がら、「ワークショップ」「主催イベント」「メディア活用開発」のHCM事業の

メディア実践が、実際の地理的な範囲で定義されるリアルな空間とウェブ空間の

双方に拡がり展開している状況と、それらメディア実践の過程で生まれる個人や

組織とのゆるやかなつながりを描いた概念図である。HCMは参加型のコミュニ

ケーション・メディアであり、そのメディア活動を通して、こうした地域の多様

な主体とのつながりを積極的に生みだすことを可能としてきた。
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5.3. 地域メディア活動が直面する課題

10年余りの活動を通じてHCMは、他の放送媒体を有するコミュニティメ

ディアやNPOが直面する課題と共通する課題を有していることがわかった。人

材の多様性と資金の確保である。HCMの第1期から第2期にかけて、メディア

活動への参加者が拡がっていく過程の中で、メディアの担い手は次第に学生中心

へとシフトしていった。その変化は学生が主体的に動き、新たなつながりを生み

だすことにつながっていった。一方、10年以上の長期的なメディア活動期間に、

その担い手には流入と流出があり、人材の流動性が生じてきた。流出入の要因は

個人により様々であるが、第1期から第3期を著者が分析した結果、次のような

理由があることがわかった。先述のメディア活動の理念の受容と関わってくる

が、メディア活動の方向性と個人のメディア活動の指向性に次第に齟齬が生じ始

める場合や、個人にとっての新たに進む方向性が見えてきた場合などである。

HCMが第1期から第2期にかけて活発に実施していた独自の事業としての人

材育成を目指す番組制作ワークショップ等は、活動の繁忙等の理由があり、最近

ではあまり開催しなくなり、第3期に入ってからは固定のメンバーが活躍するよ

うになっていった。このことは、人の流入という点に関して、その多様性の減少

につながった。コロナ禍になると、さらにその状況は顕著になっていった。コロ

ナ禍が長期化する中で、オンラインによるボランティアの受け入れを断続的に

行ってきたが、人材の定着という意味では成功していないと言わざるを得ない。

その状況は、放送局の番組制作へも影響を及ぼしている。

HCMは、「東灘区にくらし、働き、学ぶ人びとに対して、コミュニティメディ

アに関する事業などを行い」将来的には「東灘を中心とした阪神間の各地域の住

民の自宅や会社、学校、行政、公共施設、NPO団体などにサテライトスタジオ

を開設」することを活動の将来像と描いている。HCMは活動拠点を東灘におき

つつ、関わる人たちを設立当初から東灘に制限することなく、阪神間の各地域と

より広いエリアを考えていたことになる。それは設立当初のメンバーの中にも東

灘在住ではないが、「学ぶ」「働く」場として東灘と関わりのある人たちがいたこ

ととも関係があるだろう。また東灘は、地域の概要で言及したように、大阪と神

戸の中間に位置し、住民であっても、昼間は大阪や神戸へ移動する一定の人口が

あり、一日の局面でも流入と流出が繰り返される都市の特徴を内包しているエリ

アである。だからこそ、こうした地理的特徴を活かした人との協働によるメディ

ア活動をより積極的に考えていくこともこれからのメディア活動において必要だ

と著者は考えている。

コロナ禍における地域メディア活動のオンライン化は、多地点ライブ配信の構

築を実現し、メディア活動の継続という展開をもたらした一方で、メディア活動

の「中」と「外」の双方で、出会いと新たな接点の大幅な減少という結果とコミュ

ニケーションの難しさという状況に直面することになった。コロナ禍の初期の頃

には、以前からのネットワークを活用し、メディア活動を展開していたが、コロ

ナ禍が長期化していく中で、先に言及した困難さが顕在化してきた。またメディ

ア活動への参加に際しての技術面でも、個人のインターネット環境と保有するデ

バイスの性能と、配信に関わるスキルの違いにより、メディア活動への参加が制
限される状況を生み出してしまったことは先に述べた通りである。スタジオとい

うリアルな空間で活動をしていた時には、わからないことがあればすぐにハンズ

オンで対応できたことが、オンラインでは非常に困難になるのである。

また、対面の時であれば、とくに用がなくてもそこにいることができる場が
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あったが、オンライン会議サービスを利用した多地点ライブ配信方式で番組制作

と発信を進めていこうとすると、予定の時間がきてメンバーは顔を合わせ、番組

配信が終わるとそれぞれはオンライン上から退出する。このサービスの利用のみ

だと、活動に新しい人びとが入り込む余白がない。この余白を提供していたのは、

リアルの場であり、空間であり、こうした余白が重要なことであったと著者は考

える。

また対外的なメディア活動の展開を考えた場合に、放送局活動では出張配信と

いう形で地域の現場へ出かけたり、法人事業の一環として技術協力を行うなどの

活動を行ってきたことは、その現場での人や組織との新たな、時に偶発的に生じ

る出会いやつながりを紡ぎだす機会となっていたが、コロナ禍の活動制限の状況

では、それも難しくなってしまった。

次に資金面の課題に関しても言及しておく。HCMはNPO法人の組織形態を

とり、運営メンバーを含め全てボランティアベースで活動を展開している。

HCMはコミュニティ FM局ではなくインターネット放送局の開局を選択したこ

とで、ランニングコストはそれほど高くはなかった。しかし、急速な技術革新が

進行してきたメディア史を振り返ると、HCMの10年を超える活動期間中に、

インターネット環境には新たなSNS、動画配信サービスや通話サービスやデジ

タルデバイスが次々と誕生している。HCMはそれらを積極的に活用しながら、

メディア活動を展開してきた経緯がある。一方でこうした環境変化の中で、メ

ディア活動を継続していく上で、急速な技術革新に対応するメディア環境を整え

ていくために必要となる資金は、そう多くは必要ないにしても一定程度必要であ

り、活動期間が10年を超えた現在、こうした課題に直面している。

6. おわりに

本研究は、これまでコミュニティメディアの事例として取り上げられてきた

CATVやコミュニティ FMではなく、放送法上の「放送」に分類されないイン

ターネット放送局を、非営利のコミュニティメディアの一形態として比較的初期

に立ち上げ、10年間以上にわたりメディア事業を継続させてきたNPO法人

HCMのMEDIA ROCCOに開局の草創期からメンバーとして加わり、活動実

践者として参画した著者の長期にわたる参与型のフィールドワークをもとにした

質的調査法に基づいている。インターネット放送局に関する研究は、これまで地

域メディア研究において、ほとんど注目されてこなかった。その理由の一つとし

ては、本稿で取り上げたMEDIA ROCCOがそうであるように、放送事業の素

人である地域住民が主体となった、ある種「お遊び」と捉えられてきた面がある

と考えられる。しかし、コミュニティ FMがインターネットを活用したサイマル

放送を行い、またインターネット放送へ移行するコミュニティ FM局が現れてい

る煩現状を垣間見るにつけ、コミュニティ FMなどと較べて、それほど初期投資

や経営面で負担を強いられず、情報技術の進展に伴ってますます一般の人びとに

とってアクセスが容易になっているインターネット放送でのコミュニティメディ

ア活動を評価すべき時期にきているのではないだろうか。MEDIA ROCCOを

運営するHCMの定款には、「東灘に関わる人びとが、東灘地区で働き、学び、

暮らす人びとに必要な、きめの細かい情報を、自分たち自身の手で集め、話し合

い、発信していく場と仕組みをつくる」とある。このように、地域に暮らす、も

しくは関係するすべての人びとの参加を受け入れるアマチュアリズムの視座を活
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動の目的に据えてコミュニティメディア活動を展開してきたわけであるが、アマ

チュアリズムを負の側面だけと捉えるのではなく、むしろアマチュアリズムなら
ではの視点で、MEDIA ROCCOが危機を乗り越え、なんとか存続してこられ

たとの思いを著者などは強く感じる。

長期にわたる放送局の動的プロセスを分析すると、生成・発展・変容のプロセ

スで関わる人びとは変わっていく中で、本稿で記した放送局開局当初のメンバー

の発言、「失敗しながら進めばいい。」「やりたいことはコミュニケーションだか

ら」「思いきってやってみよう」という放送局の理念が、10年余りの間に、活動

の現場も、関わる人びとも、社会の状況も変容するなか、E氏に引き継がれてい

ることは著者にとって予想外であった。他方、アマチュアリズムとともにもうひ
とつの重要な視座である、ローカリズムの視点からも、遅々とした歩みではあっ

たものの、HCMは人や組織のゆるやかなつながりと交流の場を地域につくり出

しつつある。実空間とオンライン双方の参加市民団体の交流を促進する役割を担

える存在としてHCMが、地域NPOから認識されるようになってきていること

を考えると、人の流入・流出が激しい都市型のコミュニティメディアの典型事例

として、今後も引き続きHCMの活動に現在進行形で関わり、メディア実践と調

査分析を継続していきたいと考えている。最後に、「あまみFM」に関する金山

の研究において（金山 2019）、「メディア事業として望まれる展開を分析するには、

表現行為は事業者の目線から、受容行為はリスナーの視点から理解されることが

求められる」とされ、「オーディエンスと地域の変化にかかわる理解」がこれま

での地域メディア研究では欠けていたと指摘された点は、著者も重要な問題提起

と考える。今後の研究課題としたい。
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表3：番組リスト表 ［2020年3月7日～2021年3月27日］ （筆者作成）
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